
シンポジウム 社会保障の明日を
考える in 福岡
～政府説明～



社会保障給付費（※） 2011年度（予算ベース） 107.8兆円 （対ＧＤＰ比 22.3%）

※ 社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある。

保険料 59.6兆円（60%） 税 39.4兆円（40%）

うち被保険者拠出
31.8兆円（32%）

うち事業主拠出
27.8兆円（28%）

うち国
29.3兆円（30%）

うち地方
10.1兆円
（10%）

国（一般会計） 社会保障関係費等
※2011年度予算

社会保障関係費 28.7兆円（一般歳出の53.1%を占め
る）

積
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等

各制度における
保険料負担

都道府県
市町村

（一般財源）

年金 53.6兆円（50%）

《対ＧＤＰ比 11.1%》

医療 33.6兆円（31%）

《対ＧＤＰ比 6.9%》

【負担】

【給付】 社会保障給付費

福祉その他
20.6兆円（19%）

《対ＧＤＰ比 4.3%》

うち介護7.9兆円（7%）
《対ＧＤＰ比 1.6%》

社会保障の給付と負担の現状（2011年度予算ベース）社会保障の給付と負担の現状（2011年度予算ベース）



歳 出 歳 入

一般会計
歳出総額

92兆4,116億円

社会保障関係費
28兆7,079億円

（31.1%）

公共事業
4兆9,743億円

（5.4%）

文教及び科学振興
5兆5,100億円（6.0%）

恩給 6,434億円（0.7%）

その他
9兆4,673億円

（10.2%）

地方交付税

交付金等

16兆7,845億円

（18.2%）

国債費
21兆5,491億円

（23.3%）

一般歳出
54兆781億円

（58.5%）

防衛 4兆7,752億円（5.2%）

一般歳出に占める社会保障関係費の割合 53.1%

一般会計
歳入総額

92兆4,116億円

所得税
13兆4,900億円

（14.6%）

その他収入
7兆1,866億円

（7.8%）

公債金
44兆2,980億円

（47.9%）

租税及び印紙収入
40兆9,270億円

（44.3%）

うち（独）鉄運機構納付
金１兆2,000億円、

財政投融資特別会計
からの受入れ
１兆588億円、

外国為替資金特別会
計からの受入れ

2,309億円

法人税
7兆7,920億円

（8.4%）

消費税
10兆1,990億円

（11.0%）

その他
9兆4460億円

（10.2%）

揮発油税 26,340（2.9%）

相続税 14,230（1.5%）

酒税 13,480（1.5%）

たばこ税 8,160（0.9%）

関税 8,150（0.9%）

石油石炭税 5,120（0.6%）

自動車重量税 4,280（0.5%）

その他税収 4,130（0.4%）

印紙収入 10,570（1.1%）

国の一般歳出と社会保障関係費（2011年度当初予算）国の一般歳出と社会保障関係費（2011年度当初予算）



社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と財
政健全化を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、２３年半ば
までに成案を得、国民的な合意を得た上でその実現を図る。

H22.12 社会保障改革に関する有識者検討会報告

H22.12 民主党・税と社会保障の抜本改革調査会中間整理

H22.12.14 社会保障改革の推進について（閣議決定）

H23.2～6 社会保障改革に関する集中検討会議

H22.10 政府・与党社会保障改革検討本部

H23.6.30 「社会保障・税一体改革成案」（政府・与党社会保障改革検討本部決定）

＜平成23年＞

社会保障・税一体改革の議論の経緯社会保障・税一体改革の議論の経緯
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H23.7.1 「社会保障・税一体改革成案」を閣議報告

H23.9.2 野田内閣が基本方針を閣議決定 ～成案の早急な具体化を方針に位置付け～

必要な社会保障の機能強化を確実に実施し、同時に社会保障改革全体の持続可能性の確保を図るため、社会保障・税一
体改革成案を早急に具体化する。

＜平成22年＞



社会保障改革・税制改革の一体的実施社会保障改革・税制改革の一体的実施
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○社会保障の機能
強化と持続可能性
の確保

社会保障改革 税制改革

一体的に実施

○そのための安定
財源の確保と財
政健全化の同時
達成



社会保障をとりまく状況と課題社会保障をとりまく状況と課題
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・非正規雇用の増加など
雇用基盤の変化

・家族形態や地域の変化

・人口の高齢化、現役世
代の減少

・高齢化に伴う社会保障
費用の急速な増大

社会保障の変化に対
応した社会保障の機
能強化

・現役世代への保障
の強化

・貧困・格差への対
応強化

・後代負担への先送
りの解消

社会保障をとりまく状況 課題



社会保障改革・税制改革の方向社会保障改革・税制改革の方向
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社会保障の重点分野
○子ども・子育て支援
○医療・介護等のサービス改革
○年金改革
○貧困・格差対策

改革の方向

充実と重点化・効率化の同時実施
→2015年度に公費2.7兆円の増

雇用基盤（就労促進策の推進）



社会保障を支える財政基盤の充実社会保障を支える財政基盤の充実
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○2010年代半ばまでに段階的に消費税率を
10％まで引上げ

○消費税は社会保障の財源とし、それ以外に
使わない（年金、医療、介護、少子化の社会保障

４経費に充当）

財政健全化目標の達成（2015年度にプライマリー・
バランス赤字対GDP比を2010年度から半減）

2015年度段階での財政健全化目標の達成

に向かうことで、社会保障改革の安定財源
確保と財政健全化の同時達成への一里塚
が築かれる。



機
能
強
化

３
％
相
当

機能維持 １％相当

消費税引上げに伴う社会保
障支出等の増 １％相当

５％相当の
安定財源の

確保

うち
高齢者３経費

社会保障４経費

2015年度改革後ベース

５％

制度改革
に伴う増
及び消費
税引上げ
に伴う社
会保障支
出の増
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消費税収
５％

社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成

・制度改革に伴う増

・高齢化等に伴う増

・年金２分の１
（安定財源）
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